
 

 

令和４年度(２０２２年度)熊本県がん診療施設施設整備事業費補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 熊本県がん診療施設施設整備事業費補助金の交付については予算の範

囲内において交付するものとし、その交付に関しては熊本県補助金等交付規則

（昭和５６年熊本県規則第３４号）及び熊本県健康福祉補助金等交付要項（以

下「要項」という。）に定めるほか、この要領の定めるところによる。 

 

（補助金額の算定方法等） 

第２条 要項第２条の補助金額は、別表１の補助金額の算定方法欄に掲げる方法

により算定された額（その額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てる。）とする。ただし、前年度から補助を受けている事業（継

続事業）については、前年度の要領に定める算定方法を適用するもの

とする。  

 

（補助金の対象外費用） 

第３条 補助金は、次に掲げる費用については、補助の対象外とする。 

(1) 土地の取得又は整地に要する費用 

(2) 門、柵、堀及び造園工事並びに通路敷地に要する費用 

(3) 設計その他工事に伴う事務に要する費用 

(4) 既存建物の買収に要する費用 

(5) その他の整備費として適当と認められない費用 

 

（交付手続） 

第４条 要項第３条第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定める日とし、そ

の提出部数は、１部とする。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書は、別記第１号様式によるものとす

る。 

３ 要項第３条第２項第３号のその他必要とする書類は、別表２に掲げるものと

する。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。 

(1) 事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、

知事の承認を受けなければならない。 

(2) 事業の内容のうち、次のものを変更（軽微な変更を除く。）をする場合に

は、知事の承認を受けなければならない。 

 ア 建物の設置場所（ただし、設置予定敷地内における設置場所の変更で機

能を著しく変更しない軽微な変更を除く。） 

 イ 建物の規模、構造又は用途（ただし、機能を著しく変更しない軽微な変

更を除く。） 



 

 

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならな

い。 

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合

には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

(5) 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物については、

「補助金等により取得し、又は効用の増加した財産の処分の制限期間」（平

成２０年７月１１日厚生労働省告示第３８４号）に定める期間を経過するま

で、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊してはならない。 

(6) 知事の承認を受けて事業により取得した財産を処分することにより収入が

あった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(7) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営

を図らなければならない。 

 (8) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出に

ついて証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日

（事業の中止又は廃止を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年

度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

 (9) 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど県

が行う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。 

 (10)事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約にお

いても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承

諾してはならない。 

 (11) 要項第１２条第１項の規定により、事業完了後に消費税及び地方消費税

の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が

確定した場合は、速やかに知事に報告しなければならない。 

   また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（変更交付申請） 

第６条 要項第５条第２項の事業変更計画書の様式は、別記第１号様式を準用す

るものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 要項第６条の申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知

を受けた日から起算して２０日を経過した日までとする。 

 

（交付決定前の事業 着手）  

第８条  次の各号のいずれかに該当する場合で 、補助金の交付決定前ま

でに事業に着手する必要があるときは、交付決定前事業着手届（別記

第４号様式）を提出することにより、事業に着手 できるものとする。 

 



 

 

(1) 事業の性格上、実施時期に制約を受けるとき。 

(2) 事業の実施上、特に長期間を要するとき。 

(3) 早期着手により、事業費の増額を回避できるとき。 

(4) 他の事業に関連し、早期着手する必要があるとき。 

 

（工事の着工） 

第９条 要項第７条第２項の工事着工報告書の提出は、要項第３条第１項の申請

書を提出した日又は工事の着工日から起算して２０日を経過した日までとし、

その提出部数は、１部とする。 

２ 前項の工事着工報告書の様式は、別記第５号様式によるものとする。 

 

（状況報告） 

第１０条 要項第８条に定める状況報告書については、事業に係る年度の１２月

３１日現在における事業遂行状況報告書を作成し、同年度の１月１０日までに

知事に報告するものとし、その提出部数は、１部とする。ただし、事業に係る

年度の１２月３１日までに工事が完成している場合については、この限りでは

ない。 

２ 前項の事業遂行状況報告書の様式は、別記第６号様式によるものとする。 

 

（工事の完成） 

第１１条 要項第７条第２項の工事完成報告書の提出は、工事完成日から起算し

て２０日を経過した日までとし、その提出部数は、１部とする。 

２ 前項の工事完成報告書の様式は、別記第７号様式によるものとする。 

 

（実績報告） 

第１２条 要項第９条第２項第１号の事業実績書は、別記第８号様式によるもの

とする。 

２ 要項第９条第２項第３号のその他知事が必要と認める書類は、別表３に掲げ

るものとする。 

３ 実績報告書の提出期限は、事業完了後３０日を経過した日又は令和５年（２

０２３年）３月３１日のいずれか早い日とする。 

 

 

   附 則 

この要領は、令和４年（２０２２年）８月１９日から施行し、令和４年（２０

２２年）４月１日から適用する。 

 



別表１（第２条関係） 

事業名 基準額 補助金額の算定方法 補助率 

がん診療施設

施設整備事業 

 基準面積１，３００㎡に、次の基準単価を乗じた額とす

る。 

種目 構造別 基準単価 

病棟 鉄筋コンクリート ２２０，０００円／㎡ 

 ブロック １９１，８００円／㎡ 

診療棟 鉄筋コンクリート ２４５，６００円／㎡ 

 ブロック ２１４，６００円／㎡ 

※ただし、建築面積が基準面積を下回るときは当該建築面

積を基準面積とする。また、建築単価が基準単価を下回る

ときは当該建築単価を基準単価とする。 

（１）要項別表に定める補助対象経費の実支出額と基

準額欄に掲げる基準額とを比較して少ない方の額を選

定する。 

（２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金

及びその他の収入額を控除した額とを比較して少ない

方の額に補助率欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交

付額とする。 

０．３３ 

 



 

 

 別表２（第４条第３項関係） 

 

添    付    書    類 

 

様    式 

 

・経費所要額調 

・整備事業費内訳書 

・補助対象区域の工事設計図及び工事仕訳書 

  ・その他参考となる資料 

  

 

 別記第２号様式 

別記第３号様式 

 

  

別表３（第１２条第２項関係） 

 

添    付    書    類 

 

様    式 

 

・経費所要額精算書 

・整備事業費内訳書 

・補助対象事業完成後の建物の全景及び概要を 

示す写真 

・契約書の写し 

・工事完成図（配置図、平面図、立面図） 

・補助対象区域の工事設計図及び工事仕訳書 

・建築基準法第７条第５項の規定による竣工検 

 査書の写し又は補助事業者が実施した検査調 

書の写し 

・その他参考となる資料（写真等） 

 

 

 別記第９号様式 

別記第３号様式       

                 

                      

  

※契約書、工事仕訳書、竣工検査書及び検査調書の写しについては、原本証明をすること。 



別記第１号様式（第４条、第６条関係）

区　分 費　目 面　積 単　価 金　額 備　考
㎡ 円 円

小　計

区　分 面　積 単　価 金　額 備　考
㎡ 円 円

補
助
対
象
外
事
業
分建 物 の 構 造

及 び 面 積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築面積　　　　　　　　　　　㎡
（　　　　　　　　造）〇階建
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　延べ面積　　　　　　　　　　　㎡

事業の名称

開設者（設置者） 施　　設　　名 所　　在　　地

１　　施設の規模及び構造等

敷 地 の 状 況 　敷地面積　　　　　㎡　（自己保有地、借地、買入（予定）地の別）

事 業 の 種 別 　（新築）

３　　整　備　費　内　訳 円 （内　訳）

２　　施　　工　　状　　況 合　　　計

工事の施行方法 　（直営、請負の別） ４　　財　　源　　内　　訳

施 工 期 間 着工　令和　　年　　月　　日　～　竣工　令和　　年　　月　　日 区　　　分 金　　　額 備　　　考

補
助
対
象
事
業
分

（2）　地方債

５　　その他　参考事項

費　目 （1）　県補助金

小　計

（注）　５「その他参考事項」欄に、平成２０年４月１７日医政発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管
　　　　一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権設定の有無を記入すること。

事　　業　　（　　変　　更　　）　　計　　画　　書

（4）　その他

計

（3）　寄付金



別記第２号様式（第４条関係）

区　　　　　　　　　　分

(Ａ)-(Ｂ)

（Ａ） （Ｂ） (C) （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ）

円 円 円 円 円 円 円 円

（注）　１　

２　

３　

４　

５　

経　　費　　所　　要　　額　　調

総 事 業 費
寄付金その他の収

入額
差　引　額

対象経費の支出
予定額

本調査表は、施設ごとに作成すること。

「区分」欄には交付の対象となる事業の名称を記載すること。

「選定額」欄には、（Ｄ）と（Ｅ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。

「県補助基本額」欄は、（Ｃ）と（Ｆ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。

「県補助所要額」欄は、（Ｇ）欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、算出された額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるも
のとする。

基　準　額 選　定　額 県補助基本額 県補助所要額 備考



別記第３号様式（第４条、第１２条関係）

都道府県名　　熊本県　　

員数 単　価 金　額 員数 単　価 金　額
㎡ 円 円 ㎡ 円 円 ㎡ 円 円

・診療棟

　建築工事

　（新築）

　（増設）

　（改築）

　附帯工事

　（新築）

　電気設備工事

　冷暖房工事

　　　　：

・病棟

　建築工事

　（新築）

　　　　：

　附帯工事

　（新築）

　　　　：

小計

(補助金
の種類・
金額）

（借入先・
抵当権設
定の予算
等）

県補助金

市町村補助金

地方債

寄付金

借入金

自己財源

計

　（新築）

　　　：

・附帯工事

　（新築）

合計（②）

総合計（①＋②）

補
助
対
象
事
業
外
分

・建築工事

事
業
財
源
内
訳

国庫補助金

　　　：

施設整備事業費内訳書

単　価 金　額
令和　　年度（　　％）

事業区分

備　考

補助
対象
外経
費

施設名

区
分

費　　目

総事業費（　　　％） 年　度　別　内　訳

令和　　年度（　　％）
員数

補
助
対
象
事
業
分

建
築
工
事

整備病床
数

　　　　床

総事業費（①）



別記第４号様式（第８条関係） 

番    号  

令和  年  月  日  

 

 熊本県知事      様 

 

補助事業者名  印  

 

令和４年度（２０２２年度）熊本県がん診療施設施設整備事業費補助金

に係る交付決定前事業着手届 

 標記事業について、下記１の条件を了承の上、下記２のとおり交付決定前に

工事に着手したいので届け出ます。 

記 

 

１ 交付決定前事業着手に係る条件 

（１）交付決定を受けるまでの期間内に天災地変の事由によって実施した事業

に損害を生じた場合における損失は、事業実施者が負担すること。 

（２）交付決定を受けた補助金が交付申請額又は交付申請予定額に達していな

い場合においても、異議を唱えないこと。 

（３）事業について、工事の着手から交付決定を受けるまでの期間において、

計画変更を行わないこと。 

 

２ 交付決定前工事着手する事業の概要及びその理由 

（１）事業の名称 令和４年度（２０２２年度）熊本県がん診療施設施設整備

事業費補助金 

 

（２）事業の概要 

 

（３）事業実施場所 

 

（４）着工及び完了予定日 

 

（５）事前着手の理由 

 



別記第５号様式（第９条関係）

１　事　　業　　名

２　工　　事　　名

３　工　事　場　所

４　契 約 年 月 日

５　工　事　期　間

６　着 工 年 月 日

施　設　名

所　在　地

補助事業者名 印

上記のとおり着工しましたので届けます。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

工事着工報告書

熊本県知事　　　　　　　　　様

令和　　　　年　　　　月　　　　日

自　令和　　　　年　　　　月　　　　日

至　令和　　　　年　　　　月　　　　日

令和　　　　年　　　　月　　　　日



別記第６号様式（第１０条関係）

（100%）

（100%）

（100%）

１．工事予定を点線の棒線で示し、その上に工事進捗状況を実線の棒線で示すこと。

２．工事名ごとに工事進捗状況（出来高）を％をもって示すこと。

３．繰越予定状況

事 業 遂 行 状 況 報 告 書

事業区分 施設名 所在地

１．事業施行状況 （令和４年１２月３１日現在）

区分 施工面積 工事施行率 金　　額 備　　　考

自　令和　　年　　月　　日

㎡ ％ 円

至　令和４年１２月３１日

現在竣工量

自　令和５年１月１日

至　令和５年３月３１日

まで竣工見込量

計

２．工事進捗状況

工事名

令和４年 令和５年
4月1日 5月1日 6月1日 7月1日 8月1日

基礎工事 （100%）

9月1日 10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日

設計事務

入札事務

敷地工事

○○工事

請負契約額
年度内完成（見込）

繰越予定 繰越理由
令和４年１２月３１日現在 年度末現在（見込）

％

（全体契約額）

円

円 ％ 円 ％ 円

（内県補助金分）

円

請負契約額欄の（内県補助金分）は、交付決定金額を記入すること。



別記第７号様式（第１１条関係）

１　事　　業　　名

２　工　　事　　名

３　工　事　場　所

４　契 約 年 月 日

５　工　事　期　間

６　完 成 年 月 日

施　設　名

所　在　地

補助事業者名 印

令和　　　　年　　　　月　　　　日

熊本県知事　　　　　　　　　様

工事完成報告書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

自　令和　　　　年　　　　月　　　　日

至　令和　　　　年　　　　月　　　　日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

上記のとおり工事を完成したので報告します。



別記第８号様式（第１２条関係）

区　分 費　目 面　積 単　価 金　額 備　考

小　計

区　分 面　積 単　価 金　額 備　考

事業の名称

開設者（設置者） 施　　設　　名 所　　在　　地 円 円

１　　施設の規模及び構造等

敷 地 の 状 況 　敷地面積　　　　　㎡　（自己保有地、借地、買入（予定）地の別）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築面積　　　　　　　　　　　㎡
（　　　　　　　　造）〇階建
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　延べ面積　　　　　　　　　　　㎡

補
助
対
象
外
事
業
分

㎡

　（新築、増築、改築の別）事 業 の 種 別

合　　　計

工事の施行方法 （直営、請負の別）　請負の場合　　　　年　　　月　　　日　　契約 ４　　財　　源　　内　　訳

区　　　分 金　　　額施 工 期 間 着工　令和　　年　　月　　日　～　竣工　令和　　年　　月　　日

２　　施　　工　　状　　況

㎡ 円 円

建 物 の 構 造
及 び 面 積

（注）　５「その他参考事項」欄に、平成２０年４月１７日医政発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管
　　　　一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」の第３の３の（１）に規定する抵当権設定の有無を記入し、抵当権を設定したことがわかる資料（登記簿の写し）を添
　　　　付すること。

事　　業　　実　　績　　報　　告　　書

計

５　　その他　参考事項

小　計

備　　　考

３　　整　備　費　内　訳
（1）　県補助金
（2）　地方債
（3）　寄付金
（4）　その他

円 （内　訳）

費　目

補
助
対
象
事
業
分



別記第９号様式（第１２条関係）

区　　　　　　　　　　分

(Ａ)-(Ｂ) (Ｊ)-(Ｈ)

（Ａ） （Ｂ） (C) （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） （Ｊ） （Ｋ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（注）　１　

２　

３　

４　

５　

経　　費　　所　　要　　額　　精　　算　　書

総 事 業 費
寄付金

その他の
収入額

差　引　額
対象経費

の実支出額
基　準　額 選　定　額 県補助基本額

県補助
所要額

県補助
交付決定額

「県補助所要額」欄は、（Ｇ）欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、算出された額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす
る。

県補助
受入済額

差引過△
不足額

本調査表は、施設ごとに作成すること。

「区分」欄には交付の対象となる事業の名称を記載すること。

「選定額」欄には、（Ｄ）と（Ｅ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。

「県補助基本額」欄は、（Ｃ）と（Ｆ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。


